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中国企業会計基準の国際化
朴　海　根*   
崔　順　姫** 
（訳）宣　憲　洋***
　ちかごろ高い水準で持続した中国の経済成長率は中国国内市場の大きい潜在力を顕在化する
契機になった。
　2001年から中国国内市場の規模は年12％以上で拡大して，2004年には6,500億ドルに達し，
これは中国を世界で米国に次ぐ大きい消費国と位置づけた。
　このような経済状況の変化とともに膨大な規模の外資誘致とWTO（World Trade Organization）
加入，一部会社が海外で株式を上場して債権を発行し，企業を結合して新設するなど海外資本
市場に進出する中国の現状況は，企業会計基準を国際会計基準に一致させる必要性を高めるこ
とになった。
　会計の発展は会計を取り巻く環境と密接な関連がある。
　したがって中国企業会計基準を国際会計基準に一致させるための国際化努力では，計画経済
体制から市場経済体制に転換する時期に置かれている中国の特殊な会計環境を考慮しなくては
ならない。
　本論文では計画経済体制から市場経済体制に転換する過程に現れる中国の特殊な会計環境を
考慮して，企業会計基準の国際化を成し遂げるのに妨げになる要素を分析して，中国が国際化
の方向で企業会計基準を制定する過程で解決しなければならない課題を調べる。
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Ⅰ．序　論
　過去数年にわたり，中国経済が年９％以上で成長して自動車およびIT（Information 
Technology）製品に対する需要が増加するのにともない中国市場の膨大な潜在力が現実化し
始めた。
　2001年と2004年の間に中国の国内市場規模は年12％以上で拡大して，2004年には6,500億ド
ルに達したが，これは中国を世界で米国に次ぐ大きい消費国と位置づけた（Chung，2005，
p.13).
　このような経済状況の変化は，中国の途方もない規模の外資誘致， WTO（World Trade 
Organization）加入， 一部の会社の海外での株式上場， 債権発行， 企業結合および新設など海
外資本市場への進出と共に中国をして企業会計基準を国際会計基準に一致させる努力をせざる
を得なくさせた。
　会計の発展は会計を取り巻く環境と密接な関連がある。 したがって中国企業会計基準を国際
会計基準に一致させるための国際化努力においては，計画経済体制から市場経済体制に変わる
時期に置かれている中国の特殊な会計環境を考慮しなくてはならない。
　計画経済体制から市場経済体制に変換する歴史的時期に，中国の会計制度の改革と企業会計
基準の制定は経済発展水準の制約を受けざるをえない。
　したがって中国は経済体制の改革と市場経済体制が形成されていく各段階別に自国に適した
企業会計基準体系を確立して，徐々に発展させていきつつ国際会計基準との差を縮めて行かな
くてはならない。
　しかし企業会計基準制定に関連する会社法，証券法，公認会計士法など中国の法律が国際会
計基準を適用している国々の法律とかなりの相違見せているため国際会計基準を受容するため
に中国は法律的な障碍を克服しなければならない問題点を抱えている。
　中国は1992年から財政部が主管して， 企業会計基準を公表し始めており， 今まで17の企業会計
基準項目を制定， 公表した（Accounting Standard for Business Enterprises， 2003， pp.76-208）。
　そして2003年からは企業会計基準制定機構を改編して学界と業界の意見を広範囲に取りまと
めながら， 国際会計基準と先進諸国の企業会計基準を幅広く研究する一方， 中国の経済状況を
考慮して市場経済発展に適した企業会計基準を制定しようと努力している。
　しかし中国ではまだ計画経済体制の枠組みから完全に抜け出せないでいるため，市場経済発
展の水準，法的な環境， 商取引の環境， そして会計情報利用者グループなどの色々な側面で会
計環境が他の国では見られない特性を見せており，政府の色々な関与と統制下で会計政策が決
定され，会計の認識と測定がなされている実情である。
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　本論文では計画経済体制から市場経済体制に転換する過程で現れる中国の特殊な会計環境を
考慮して，企業会計基準の国際化を成し遂げるのに妨げになる要素を分析して，中国が国際化
の方向で企業会計基準を制定する過程で解決しなければならない課題を調べる。
Ⅱ．中国の会計環境と会計特性
2.1　会計環境と会計特性
　会計は環境に適応しながら，進化する傾向がある。すなわち，会計を取り巻く経済，社会，
文化および政治環境が会計に影響を及ぼしもし，会計がこれらの環境に影響を及ぼしたりもす
る。
　したがって会計の発展は，会計を取り巻く環境と密接な関連がある（鄭基淑・朴海根・李重
煕，2002，p.224）．
　一国の企業会計基準はその国の会計特性を反映するが，会計特性はその国の経済的，社会的，
文化的および政治的環境の影響を受けて形成される。
　したがって企業会計基準を国際化の方向で変化させなければならない中国としては，そのよ
うな環境を考慮せざるを得ない。
　以下では会計環境，すなわち会計を取り巻く政治的，社会経済的，そして教育文化的環境と
各環境が作り出す会計の特性を調べる1）。
2.1.1　政治的環境と会計特性
　政治的環境は会計制度と会計活動に直・間接的に影響を及ぼす。このような政治的環境要因
には政治体制，政府と民間間の関係，規制方法，政治的安定などがある。
まず政治体制を見れば，専制主義政治体制のもとでは会計が国家に奉仕するものであるのに反
し，民主主義政治体制のもとでは会計が国民個人に対し経済的情報を提供する手段であり，し
たがって国民個人に奉仕する役割をする。
また，政府と民間間の関係も会計に影響を及ぼすようになる。例えば，会計専門家団体の規模
が小さく，その社会的影響力が弱い場合は，政府主導で会計規制がなされる。
　そして会計活動に対する規制方法は成文法の国であるのか， あるいは慣習法の国であるのか
によって変わることになる。例えば，ドイツ，フランスのような大陸法系統の国家では会計制
１）ここで紹介する内容は次の資料から抜粋し，修正して引用した。
　　李正浩・高承嬉・金完熙・金行善．『韓国企業会計制度の発達とその展望』．
　　金融監督院．2002. pp. 13-16.
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度が商法や経済法などの形態で規制される。いわゆる，独仏式の成文法的会計形態である。
　一方，米国や英国のような慣習法系統の国家では「公正妥当な会計慣行」が重視され，会計
専門家団体によって会計規範が作られる。いわゆる英米式の慣習法的会計形態である。
　政治的安定も会計制度に影響を及ぼす要因である。すなわち政治が不安なら会計制度の安定
性が保障されない。
2. 1. 2　社会経済的環境と会計特性
　社会経済的環境は大部分の場合，会計制度と会計活動に直接的かつ全般的で強力な影響を及
ぼす。社会経済的環境要因としては経済体制， 経済発展段階， 資本調達形態， インフレーショ
ン， 経済交流の国際化などがある。
　会計制度はその国の経済体制により変化する。すなわち，国家が経済活動を直接統制してい
る社会主義経済体制のもとでは，国家経済の管理のために会計が重要視されるが，市場原理を
基本とする資本主義経済体制のもとでは，資本提供者である株主や債権者のための会計が重要
視される。
　資本主義経済が発展して株式会社形態の企業が増加するようになれば多様な会計が必要にな
り，その制度化が要請されるのである。
　また会計制度はその国の経済発展段階により変化する。すなわち経済発展がなされない場合
の会計制度は原始的形態を取ることになるが， 経済が発展すればするほど会計制度は経済発展
に必要不可欠なものとして，洗練された形態をそなえるようになる。
　資本調達の形態も会計制度に影響を及ぼす。すなわち銀行などを通じた間接金融により企業
の資金調達がなされる場合は，債権者保護を主な目的にする貸借対照表中心の会計制度を取る
ようになるが，証券市場を通した直接金融により資本が調達される場合は，投資家保護を主な
目的にする損益計算書中心の会計制度を取るようになる。
　また，インフレーションも会計制度を変化させる。インフレーションによる経済不況が発生
するようになれば，経済秩序の維持のための措置の一つとして，会計制度の整備がなされるよ
うになる。
　そして，経済交流の国際化が会計制度に及ぼす影響は実に大きいものである。もともと，会
計制度は国籍性を帯びているため，特定国家の会計環境を反映する会計特性を帯びるが，その
国が他の国との経済交流を通し，他の国の会計制度，特に経済的先進国の会計制度を導入する
ようになれば，その国の固有な会計制度を変化させる作用をするようになる。言い換えれば，
会計制度は国籍性と同時に国際性を帯びているということである。
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2. 1.3　教育文化的環境と会計特性
　教育文化的環境は前述した政治的環境と社会経済的環境に影響を及ぼし，これらの環境を媒
介として，会計制度に間接的に影響を及ぼすようになる。教育文化的環境要因には教育， 思想， 
宗教，文化的風土および言語などがあるが， 特に教育風土にともなう教育水準の変化は会計制
度の変化に大きい影響を及ぼす。すなわち，　閉鎖的教育風土を持った社会では会計制度の普
及も難しくなる。反面， 開放的教育風土の中で外来文化を簡単に受け入れる社会では会計制度
の輸入も容易になされうる。
　以上， 会計環境がそれに相応する会計特性を作り出す関係を調べた。
　以下では中国の会計環境がどのような会計特性を招来するかを調べる。
2.2　中国の会計環境と会計特性
　どの国においても会計は会計環境により，その特性を表すようになる。中国の会計特性は主
に経済体制が伝統的な計画経済体制から市場経済体制に転換する時期に現れる市場経済体制と
市場経済発展段階， 法的環境， 商取引環境，会計情報利用者グループなどの会計環境により決
定されると見ることができる。以下では各会計環境にともなう会計特性を調べる。
2. 2. 1　市場経済体制と市場経済発展段階にともなう会計特性
　伝統的な計画経済体制を施行していた建国初期に中国は，ソ連の会計を模倣して多年間計画
経済体制に適した会計方法を採択した。計画経済体制における企業会計の主な特性は，会計政
策が独立的であり得ないことだ。つまり資産，負債，利益などの認識および測定とその結果と
しての財務報告の根拠になる会計政策と会計制度が国家計画と財政政策により決定されるので
ある。
　経済体制改革が始まって以来今まで中国は企業に対する政府の直接的な統制を間接的な統制
に転換させて，政府が企業と分離するようにすることによって企業の独自性が保障されて，企
業の所有権と経営権が分離するようにした。同時に中国の企業所有権構造は，国家投資だけで
なく団体投資家と個人投資家が並存しながら国家投資が主流をなす所有権構造を持つようにな
った。このような経済的変革過程の中で会計は，市場経済体制に適した形式に変わり，企業経
営と証券市場の発展に寄与するようになった。
　しかし中国では永らく施行してきた計画経済体制の残滓により，経済社会の発展が支障を受
けている。例をあげれば，まだ規範的で活性化された市場が形成され得ず公正取引価値を採択
するのに困難が伴う。すなわち，公正取引価値を採択するようになれば会計担当者の主観的な
判断と予測に依存するようになり会計情報の信頼性が落ちるようになって企業体に利益を操作
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し得る機会を提供することになる。したがって中国は，1992年に初めて計画経済体制の会計制
度を廃止して企業会計基準を制定した。これに伴い中国企業会計基準の国際化の方向も決めら
れた。
　しかし経済体制の転換期に中国は国有会社が大きい比重を占める所有権構造から株式会社の
比重が高い所有権構造に変わらなければならず，資本市場で公正取引価値を確立しなければな
らないなど，経済発展段階で経験することになる色々な困難の中で，会計が経済発展に寄与し
なければならない課題を抱えている。したがって中国では会計が国家に必要な情報を提供する
と同時にその他投資家に必要な情報を提供しなければならず，まだ形成されない公正取引価値
よりは歴史的原価を採択しなければならないなど，市場経済体制の国家では見ることのできな
い特異な姿を見せている。
　中国の経済は近来になって急速に発展しているが計画経済体制から市場経済体制に転換して
いる過程にあるためにまだ市場経済体制が完備され得ていない状況である。このような状況で
中国の会計は解決しなければならない色々な課題を抱えている。例えば，中国の商品市場は比
較的成熟した段階に入ったが外国為替市場とその他資本市場はまだ完全に開放されておらず，
変動利子率を徹底的に施行することができずにおり，資本に属する外国為替取引も自由になさ
れ得ず為替レートの変動を反映する変動為替レートを適用することができずにいる。
　言い換えれば，中国では貨幣の価値と外貨の価値を表示する利子率と為替レートが市場原理
により決定され得ずにいるということだ。中国の現行為替レート決定システムは，中国の経済
体制を変化させていく段階では必然的な産物であり，また近来の中国経済環境に適していたと
いうのが事実であるが，会計の認識と測定の視点から為替レート問題を見るなら問題がある。
利子率や為替レートが，企業の資産および負債の公正な価値を決定する重要な要素であるため
に利子率と為替レートが市場原理により決定されない状況では資産と負債の真実の価値もしく
は公正な価値を評価するのに困難が伴う。このような困難は，利子率や為替レートが，市場原
理により決定される国では存在しない問題である。しかし中国の現段階では，そのような困難
が伴うために資産と負債の認識および測定で，公正取引価値を採択するのに慎重を期さなけれ
ばならない（馮淑萍，2004，p.7）。
2.2.2　法的環境にともなう会計特性
　中国の法的環境2）は，国際会計基準を適用するのに必要な法的環境とはかなりの相違を示し
２）ここで紹介する内容は次の資料から抜粋、引用した。
　　経済法規匯編．『中華人民共和国公司法』，中国財政経済出版社，2003. pp.439-464.
　　経済法規匯編．『中華人民共和国証券法』，中国財政経済出版社，2003. pp.634-644.
　　経済法規匯編．『上市公司発行可転換公司債権実施方法』，中国財政経済出版社，2003. pp.670-676.
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ている。中国の会社法第137条では，会社が新しい株式を発行する３要件を提示しているが，
そのうち第２項では「会社は最近３年内に連続して利益を出していなければならず」，第３項
では「会社の収益率は，そのときの銀行預金利率相当でなければならない」と規定していて，
証券法第55条では市場で債権取引を中止させる一つの条件として「最近２年内に連続して損失
を出した場合」を挙げており，上場会社転換社債発行条件として第５項で「最近３年配当可能
な利益が転換社債の年利に相当するか」を提示するなど会社が株式を発行したり，上場が中止
されたり，もしくは会社の業績を評価して統制する時に利益評価を最も重要な基準とみなして
いる。これは全ての人々をして利益に最大限注目するように誘導することになり， どのように
すれば利益が真実で公正に反映されるのかを最も重要な問題としてクローズアップする。即ち，
法律と規定は企業の経営者や政府の監督部署もしくは財務諸表の利用者全てが「利益」という
会計情報に注目するよう誘導する作用をする。これは財務諸表が提供する会計情報の品質に影
響を与えざるを得ない。
2.2.3　商取引環境にともなう会計特性
　中国では公正取引の環境が次第に形成され成熟していく過程にある。
　しかし企業間の取引が不公正な点が少なくなく，真実かつ公正に取引を記録するのに困難が
伴う。
　商取引環境で売手と買手は， 自主的で独立的な経済利益の主体にならなければならないが，
中国ではまだそうではない。
　中国には多くの大型国有会社や国有会社グループが存在していて，このような会社の人事権，
資産所有権など色々な面で政府と関連を持っているため，会社は市場で完全に独立的な主体に
なり得ない。したがって少なくない取引が公正競争の土台でなされがたい。したがってこのよ
うな商取引環境で提供された会計情報は公正性を失う可能性が大きい。
　中国では国有会社がまだ主導的地位を保っており，多くの上場会社が国有会社から一部資産
と負債を継承して，その本社が国有会社形態の場合が多い。国有会社は，規模が大きく特殊関
係者を持つようになる分野が広くて，特殊関係者との取引が多数存在する。
　中国，西側先進国を問わず特殊関係者との取引が公正性を維持しにくいということは共通で
あるが，中国で特殊関係者関連取引価格が公正性を喪失する場合が資本主義国の場合に比べて，
より一層頻繁に発生することになる。
　したがって特殊関係者関連取引を認識して測定するのにともなう困難は，今日中国会計学界
と政府の関連部署で至急に解決しなければならない重要な課題である。
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2.2.4　会計情報利用者グループにともなう会計特性
　中国で会計情報利用者グループの構成と会計情報に対する関心と欲求，そして会計情報に対
して望む視角は先進国に比べ，多くの相違点を示す。
　財務諸表の目的は，会計情報を利用して意志決定をする利害関係者グループに有用な情報を
提供することであるので，会計情報利用者グループの特性および彼らが会計情報に対してどの
程度の欲求を持っているかは，財務報告がどのような情報を提供すべきかを決めるのに決定的
な作用をすることになる。
　中国で上場会社の会計情報利用者グループの構成と彼らの会計情報に対する欲求は下記のよ
うな特性を持っている（馮淑萍， 2004， p.6）。
⑴ 　中国で大株主は，会社の主要な財務諸表利用者であるが，大部分の上場会社で大株主が国
有会社あるいは国有会社が支配する会社であるため二つの問題が発生する。
　 　その一つは，政府が大株主の役割をしなければならない実情において，事実上その役割を
しないために会社に対する大株主の統制がほとんどないという点であり，他の一つは，政府
が大株主として会社の経営に関与することである。この二つの問題は全て会計情報に重大な
影響を及ぼすことになる。
　 　前者は大株主である政府が，株主として当然要求しなければならない高い品質の会計情報
を要求しなくなり，後者は会計情報の提供に多くの恣意的な要素を添加することになり，上
場会社の市場価値に影響を及ぼすことになる。
　 　したがって市場経済体制で会計情報に対する欲求を充足させるために制定された企業会計
基準が所期の目的を達成しにくくなる。
⑵ 　中国の上場会社は国有株式，法人株式，社会大衆株式など３種類の株式が共存する所有権
構造をなす。３種類の株式中，国有株式と法人株式は上場会社株式の大部分を占めるが，証
券市場で公開的な取引が許されない。
　 　市場経済体制の国家では，財務報告の目的が会計情報利用者に株式を処分すべきか，保有
すべきか，あるいは追加で購入すべきか決定するのに必要な会計情報を提供するものである
から会計情報利用者が，会社の開示財務情報に対して敏感に反応する。
　 　しかし中国では上場会社株式の大部分を占める国有株式と法人株式が証券市場で取引され
得ないため，その株式を所有した国有株主と法人株主は，会社が開示した財務情報に対して
敏感に反応しない確率が高い。
⑶ 　社会大衆株式は市場で流通はできるが株主の大部分が，零細な個人で小額株主が全体社会
大衆株式の80%ないし90％程度を占める。彼らは一般的に投資経験がなく財務会計に関する
体系的な知識がないため株式取引のための投資意志決定で科学的な財務諸表分析を利用する
ことがまれである。
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　 　したがって中国の資本市場では株式取引のための投資意志決定で財務諸表情報の有用性が
低い。
⑷ 　機関投資家が株式市場に出現してから日が浅く財務分析専門家グループは現在形成過程に
ある。
　 　先進国では専門投資家が多く，彼らが上場会社の支配権構造で絶対的な優勢を占めている。
　 　彼らは財務諸表の内容と品質に対する欲求が高いだけでなく，豊富な経験と専門的な知識
を土台に随時上場会社の財務情報を分析，研究して，諮問を提供できる。しかし，中国では
機関投資家の投資があまりないだけでなく機関投資家の資質がまだ低い水準に留まってい
る。
　 　したがって機関投資家の会計情報に対する欲求も先進国に比べて低い状態であるといえ
る。
　以上中国の「市場経済体制と市場経済発展段階」，「法的環境」，「商取引環境」，そして「会
計情報利用者グループ」という会計環境と各会計環境にともなう会計特性を調べた。
以下では中国企業会計基準の国際化のための努力を調べる。
Ⅲ.　中国企業会計基準の国際化のための努力
3.1　企業会計基準制定機構
3.1.1　会計基準委員会の組織構成
　中国における会計基準の制定は財政部の所管である。中国政府は，2003年に企業会計基準を
制定する機構を改編して中国の特性にも合い，かつ国際会計基準にも一致しうる会計基準を樹
立するのを目標として財政部の会計基準委員会を改編した。会計基準委員会委員は，会計学界
と企業体，会計関連業界の専門家と政府の関連部署そして会計職業団体および証券業界の人々
で構成された。　　
　会計基準委員会は，民主的な方法で学界と業界の意見を広範囲に取りまとめる一方，会計基
準の制定と関連して詳細な研究を行っている。
　会計基準委員会の傘下に会計理論専門委員会，企業会計専門委員会，政府及非営利組織会計
専門委員会，事務局があり会計準則諮問専門家グループが諮問を受け持っている。
　会計基準委員会の組織構成は<図表Ⅲ-1>に表示したとおりである。
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<図Ⅲ-1> 会計基準委員会の組織構成
　会計基準委員会は160人の専門家で構成された諮問グループを通じ，会計基準制定をサポー
トしている。会計準則諮問専家小組は会計学界， 政府の関連部署，会計法人， 証券会社および
業界の優秀な会計専門家として広範囲な代表性を帯びている。
3.1.2　会計基準委員会の運営体制
　中国財政部は2003年５月13日に「財政部会計基準委員会の運営課題」を提示し，会計基準委
員会委員の権利と義務および会計基準委員会の運営体制を規定し，要求事項を明示した。
　分野別委員会は，必要により分野別委員会の委員長が会議を招集して，会計基準諮問に関連
した重大な事案を議決する。
　会計基準委員会研究チームには，研究を主管する研究担当者またはチーム長1名と若干名の
研究員が所属しているが，原則的に会計基準委員会で招いた専門家の中から選抜される。
3.1.3　会計基準委員会と会計基準制定機構の関係
　中国の財政部傘下会計基準委員会は，会計基準諮問機構として会計基準の目標，構造，公表
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および施行などの懸案と関連して，会計基準制定機構である財政部に諮問を提供して会計基準
が公表された後，施行状況に関する情報交流などの役割をする。
　中国で会計基準は，行政的な規制に属するものとして財政部が会計基準の制定機構として会
計基準の制・改定立案，作成，公表，施行などの課題を受け持っていて，それに関連する行政
的事務は会計司（会計局）でなされる。
　会計基準制定機構は，会計基準制定過程で会計基準委員会と緊密な協力を通し，会計基準を
科学的で民主的に制定するために努力している。
3.2　会計基準の現況および展望
3.2.1　会計基準の現況
　中国の企業会計基準は，1992年から制定され始め，今まで17項目の企業会計基準が公表され
た。その内容は<表Ⅲ-1>に表示されているとおりである。
3. 2.2　会計基準の展望
　中国は会計基準委員会を改編して会計基準制定の新しいシステムを整備することによって会
計基準体系を確立できる重要な基盤を固め，2004年には中国の会計基準体系を確立するための
措置が全面的に導入された。そのような措置は次のとおりである（劉玉廷，2004，p.5）。
<表Ⅲ-1>　中国で制定された企業会計基準項目
番 号   企業会計基準項目 施行年度 
1 基　本　基　準 1993.7.1
2 関連当事者の関係及びその取引の開示 1997.1.1
3 後　発　事　象 1998.1.1
4 会計方針・会計評価の変更及び会計上の錯誤の修正 19991.1
5 建　造　契　約 1999.1.1
6 収　　　　　入 1999.1.1
7 偶　発　債　務 2000.7.1
8 債　務　再　編 2001.1.1
9 キャッシュフロー計算書 2001.1.1
10 非貨幣性取引 2001.1.1
11 投　　　　　資 2001.1.1
12 無　形　資　産 2001.1.1
13 借　入　費　用 2001.1.1
14 リ　　ー　　ス 2001.1.1
15 中間財務諸表 2002.1.1
16 有　形　資　産 2002.1.1
17 棚　卸　資　産 2002.1.1
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⑴ 　財務会計の概念的体系を研究して，中国の財務会計概念体系を準備することに着手する。
　 　会計理論専門委員会は主に財務会計の概念的体系の研究を担当する。
　 　北京，上海，厦門など３ケ所で会計目標，会計の基本仮定，会計情報の質的特性，会計要
素の認識と測定，会計基準制定ガイドなど専門プロジェクトに分け，約１年の時間をかけて，
基礎的な研究を進行する予定である。これを基盤にして「財務会計の概念的体系」研究報告
書を作成することによって中国の財務会計の概念的体系の基盤を準備するものと思われる。
⑵　会計基準の体系化を実現する。
　 　1992年11月30日に「企業会計基準」を公表し始め，今まで17項目の会計基準を公表して施
行するに至ったが，いまだに中国は経済発展の実際状況に基づいて国際会計の慣習を考慮し
て，発表しなければならない基準項目が20余も残っている。例をあげれば，部門別財務報告，
外貨換算，財務報告の記載事項，1株当たり純利益，国庫補助と政府支援，企業結合，連結
財務諸表，資産価値の減額損失，銀行の主要な取引，農業会計，保険契約，法人税会計，金
融商品などが上げられるが，これはぼう大な課題である。
⑶　公共機関および非営利法人会計基準を研究する。
　 　一部先進国，例えば，米国，英国，オーストラリア，ニュージーランドなどの諸国は公共
機関および非営利法人会計基準を整えた。中国は国際会計士協会で制定した「国際公共機関
会計基準」と一部国家の「公共機関会計基準」を研究して中国が受容しなければならない部
分を定めなければならない。そのような過程で会計基準委員会傘下の政府及非営利組織会計
専門委員会と会計準則諮問専門グループの助力が必要である。
　 　財政部会計司（局）で作成した「民間非営利法人会計制度」は，すでに作成され，意見照
会を終えて数度の調査研究と意見収斂会議を経て，修正段階に入った。
⑷　会計基準の体系を整備すると同時に会計基準を施行に移す。
　 　会計基準が制定された後，重要なのは制定された基準を施行に移すことである。いかに立
派な会計基準でも施行に移すことができないとすればその意味を喪失することになる。
　 　中国で会計基準を施行することは，会計基準を制定することより，より一層大きい困難を
伴うと見られる。国土が大きくて会計担当者の資質が普遍的に高くない状況で，中国は会計
に対する統制を強化して会計担当者に対する教育を継続して，職業倫理水準を高めるなど効
果的な措置を取らないならば会計情報の信頼性が失われる可能性が大きいためである。
　 　したがって多様な方法を利用して，色々な分野ですべての会計担当者が，会計基準の内容
および施行方法らを熟知するようにしなければならない。
　 　会計基準に基づき，会計実務を処理するように厳格に規制してこそ財務諸表の質的水準を
向上させ，会計実務の処理を規範化し，資本市場の秩序を安定させる目標に到達しうる。
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3.3　中国会計基準と国際会計基準の相違点
3.3.1　中国会計基準と国際会計基準の主要相違点
　郭永清・高偉（2004，pp.25-28）は中国の118社の2003年度財務報告で国内財務諸表と国際
財務諸表を分析し，その資料を根拠に中国会計基準と国際会計基準の差を次の通り紹介した。
⑴　投資資産の価値
　 　国際会計基準では投資資産の価値は投資がなされる時点で原価で測定し，認識した後，そ
の次からは再評価価値もしくは公定価値で測定して，計上するようにし，売買を目的に保有
している場合は公定価値の変動金額を当期損益に算入し，売買価値がある投資資産の公定価
値の変動は当期損益もしくは所有主持分に算入するように規定している。
　 　中国会計基準では投資資産の価値を決定する時，原価または実現可能価額のうち少ない金
額を選択するように規定していて，投資資産の時価が取得価額を超過する部分を利得とする
ことができない。
⑵　合併資産
　 　中国の現行「合併財務諸表暫定規定」によれば不渡りを出して，合併または破産を宣告さ
れたりもしくは法的な破産手続きにより清算する会社の非持続経営の株主持分がマイナスで
ある会社は合併範囲に属しない。「企業会計基準―投資」では上述した場合，本社は子会社
に対する統制力が制限を受けているために本社が子会社に対して統制力を喪失したものと見
て，持分法を適用することができないように規定している。
　 　国際会計基準は上述した合併の場合も合併の範囲に属し，上述した場合に発生する損失も
合併財務諸表に含めるように規定していて上述の場合，国際会計基準で財務諸表を作成する
としたなら損益計算書に報告される純利益が減少する結果が現れる。
⑶　負債調整損益
　 　中国「企業会計基準―負債の調整」では，債務者は負債を償還する資産(または株式に転
換される額面価値)と負債の調整価値間の差額を資本剰余金に計上するように規定し，負債
調整は債務者に利得を与えることがないようにしている。
　 　国際会計基準は，債務者が債務償還資産の帳簿価額と調整負債の帳簿価額間の差額を負債
調整収益に計上するよう規定している。
　 　また，債権者の債権回収時，資産の価額を中国会計基準は調整された債権の帳簿価額によ
り認識するように規定している反面，国際会計基準は市場価格で認識するように規定してい
るため債権者が認識した負債調整の利益と損失に相違が生じる。
⑷　非貨幣性取引の収益
　 　中国の企業会計基準は非貨幣性取引で取得した資産は交換に供した資産の帳簿価額に関税
などを加算した原価により計上するように規定しており，交換に供した資産の公定価値と帳
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簿価額間の差額が公定価値で占める比率により取得した資産との差額だけを収益として計上
するように規定している。　
　 　「国際会計基準第16号－不動産，工場施設」では全ての資産の交換取引は経済的実質を反
映し得ない取引または公定価値を適切に，反映できない取引の場合を除いては，公定価値で
計上するように規定している。
　 　中国会計基準で認識した非貨幣性取引(重大な資産の交換を含む)金額と国際会計基準で認
識した非貨幣性取引金額間には差が大きく純利益と純資産の価値の認識にも大きい差を発生
させる。　
　 　したがって中国企業会計基準と国際会計基準は取得した資産が使用期間内に原初価格の計
上基準が異なるために減価償却費用と営業費用の差を示すようになる。
⑸　資本剰余金に計上する収入
　 　中国の「特殊関係会社間資産販売等関連会計処理に関する暫定規定」は収益に計上する項
目の範囲を厳格に制限している。その規定によれば特殊関係会社間に非正常的な取引，売掛
債権の移転，その他資産の販売，特殊関係者間債務と費用の分担などの取引は収益が実現す
る可能性が少なく，正常な商品販売，資金使用代価の受取，受託経営等の形式の特殊関係者
取引を収益に計上する金額に対して厳格な制限的規定を置いている反面，国際会計基準では
収益計上要件に該当しさえすれば特殊関係者との取引も収益に計上するように規定している。
⑹　研究開発費の計上
　 　中国の「企業会計基準－無形資産」の規定ではすべての研究開発費は全額費用処理するよ
うに規定している反面，国際会計基準では資産の形成過程を研究段階と開発段階で分けて，
研究過程で発生して，無形資産が形成されない部分を費用と認識して当期損益に計上するよ
うにし，開発段階で特定要件に該当する支出は無形資産に計上するようにして継続して発生
する開発費用も資本化するように規定している。このような差は中国会計基準と国際会計基
準で作成した財務諸表で無形資産価値の差を発生させ純利益にも影響を及ぼすことになる。
研究開発費を資本化してから，数年間減耗償却をしなければならないために長期費用の差額
が純利益の差を招かざるを得ない。
⑺　創業費
　 　国際会計基準では創業費は発生当時に直接費用化するように規定している反面，中国の企
業会計基準では創業費は発生当時，「長期前払費用」に計上した後，生産投入時，当期費用
に総額を算入するように規定している。
⑻　営業権の認識と減耗償却
　 　中国会計基準によれば企業を買収合併する時に被合併会社が法人資格を喪失した場合，資
産と負債が全部合併会社の帳簿に記録された場合にだけ営業権が認められる。そして被合併
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会社の資産と負債は公定価値で合併会社の資産と負債に計上される。しかし支配権を取得す
る形式で買い入れ取得して，被合併会社が法人格をそのまま保っている場合，合併側は被合
併会社に対する長期株式投資価値だけ帳簿に記入でき，営業権は認められない。
　 　この場合，投資資産の価値は原価に反映されて投資原価と所有株持分の差額を株式投資差
額として，一定期間の損益に算入する。
　 　国際会計基準では支配権の回収を企業合併の特殊状況と見て企業合併会計の基本原則を合
併財務諸表に反映するようにする。したがって合併側の投資原価と被合併側の純資産帳簿価
値中合併側に該当する持分に対し二つの部分に分ける。
　 　その中一つは被合併側の純資産中で合併側持分に該当する純資産の公定価値と帳簿価額間
の差額であり，他の一つは合併側の投資原価と被合併側の純資産中買入者の持分に該当する
部分の公定価値間の差額である。合併財務諸表には前者の差額を被合併側の各資産・負債項
目に均等に配分するようにして被合併側の資産と負債中に合併側の持分に該当する部分が公
定価値と計上されるようにして後者の差額を規定した期間の間償却するようにする。
⑼　福祉基金
　 　中国で外国人投資企業は法人税控除後の利益から職員福祉基金を積み立てするように規定
していて，職員福祉基金を控除し終えて利益を投資家に配分できる反面，国際会計基準では
すべての短期的な職員の福祉に使用しなければならない金額(職員に支給すべき利潤および
賞与金)を費用化するように規定している。
⑽　利子収益と利子費用
　 　中国国内で銀行が手形割引や手形融資をする時に利子収益と利子費用の認識は中国人民銀
行の「支仏結算会計精算手続」の規定により全部当期の損益と計上する。
　 　これは発生主義原則に背く会計処理方法だ。これは「国際会計基準第18号収益」で「利子
は期間を基礎にして，資産の実際的収益率により比例的に認識しなければならない」という
規定に背馳する処理方法である。
⑾　繰延税の調整
　 　国際会計基準では期間配分の繰延法を適用するように規定するのに反して中国の「法人税
会計処理暫定規定」は会社が法人税未納税額法(応払税額法)と期間配分法の中から択一する
ように規定している。大部分の金融会社は未納税額法を適用している。
⑿　退職金
　 　退職人数の退職金と関連して，中国では会社が直接退職人数に生活保険金を支給したり，
もしくは保険会社に保険料を支払う時，現金主義原則により計上するように規定しているの
に比べ，国際会計基準の退職金は職員の勤続期間内にあらかじめ積み立て，負債として計上
しなければならないという点で異なる。
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3.3.2　中国会計基準と国際会計基準の主要相違点の類型
　上で見たように中国の企業会計基準は国際会計基準に比べて，少なくない相違を見せている。
それらの相違は次のような四種類の類型に分けられる。
⑴ 　最初の類型の会計事項は中国の経済取引事項が国際会計基準に合わせて，計上，測定され
得る事項であるが，まだ中国の企業会計基準が国際会計基準と相違している事項である。
⑵ 　二番目の類型の会計事項は中国の経済取引事項が形式上国際会計基準に合わせて，計上，
測定されるように見られるが中国の特殊な会計環境により，経済的実質が異なる場合である。
⑶ 　三番目の類型の会計事項は中国の経済取引事項が国際会計基準に合わせて計上，測定され
得る事項として世界各国で普遍的に発生する事項であるが，まだ中国には存在しない事項だ
とか最近発生した事項である。
⑷ 　四番目の類型の会計的事項は中国に特有な経済取引事項で先進国には存在しなかったり国
際会計基準に明示されていない事項である。
Ⅳ.　結論：中国企業会計基準の国際化のための方向
　中国は今日国際的に会計基準が統一される方向で発展している状況を認識して，中国会計基
準を国際会計基準に合わせようとする努力を傾けなければならないだろう。
　しかしこれまで見てきたように中国の会計制度改革と会計基準の制定は，中国経済の発展水
準と市場経済体制の進展に合わせて，なされなければならないため，現在の時点で国際会計基
準を全面的に受容することは望ましくない。
　中国会計基準と国際会計基準の主な相違点を先に四つの類型に分けてみたが，中国は企業会
計基準を国際化する努力において各類型に対し次のような方向を追求しなければならないであ
ろう。
⑴ 　最初の類型の会計事項は中国の経済取引事項が国際会計基準に合わせて，認識，測定され
得る事項あるが，まだ中国の企業会計基準が国際会計基準と相違を見せている事項である。
　 　例えば，中国の「企業会計基準－無形資産」の規定では外部から買い入れた技術などは資
本化し得るが企業内で発生したすべての研究開発支出は全額費用処理するように規定してい
る反面，国際会計基準では資産の形成過程を研究段階と開発段階に分けて，研究段階で発生
した支出は費用と認識して，当期損益に計上するようにして，開発段階で発生して，特定要
件に該当する支出は無形資産に計上するようにして，その後継続して，発生する開発関連支
出も資本化するように規定している。
　 　このような処理基準の相違は，中国会計基準により認識した無形資産の価値と国際会計基
準により認識した無形資産の価値に差異を発生させており，したがって純利益にも差異を発
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生させることになる。
　 　研究開発のための支出額を全額費用化する中国の会計処理方法は，産業社会において研究
開発費の規模が小さかった時代には，企業の純利益にそれほど大きい影響を及ぼさなかった
が，今日のように技術力が企業の死活を決することになる時代には，企業の原価と純利益に
大きい影響を及ぼすだけでなく，企業の資産価値が正確に表示し得ないという点でも問題に
なる方法である。このような会計処理方法は，中国社会に普遍的に敷かれている強い保守主
義指向にその根源を見出せるが，そのような保守的な性向は中国が会計基準の国際化を成し
遂げるのに一つの大きな障害要素として作用する。
　　上のような会計事項に対しては国際会計基準に従わなければならないと思われる。
⑵ 　二番目の類型の会計事項は，中国の経済取引事項が形式上国際会計基準に合わせて，認識，
測定され得るように見えるが中国の特殊な会計環境により，経済的実質が異なる場合である。
　　例えば，特殊関係者取引の会計を上げることが出来る。
　 　中国にはまだ多くの大型国有会社や国有会社グループが存在していて人事権，資産所有権
などが政府と関連を持っているために会社は，市場で完全に独立的な主体になり得ず，その
ような国有会社は規模が大きく特殊関係者を持つようになる分野が広くて，特殊関係者との
取引がたくさん発生する。
　 　したがって特殊関係者関連取引の価格決定において，公正性を喪失する場合が資本主義国
家の場合に比べて，より一層頻繁に発生するようになる。したがって特殊関係者関連取引を
認識して測定する問題にともなう困難は，今日中国会計学界と政府の関連部署で至急解決す
べき重要な課題である。
　 　中国の「特殊関係会社間資産販売など関連会計処理に関する暫定規定」は，収益に計上す
る項目の範囲を厳格に制限している。この規定によると特殊関係会社間に非正常商品の販売，
売掛債権の移転，その他資産の販売，特殊関係者間債務と費用の分担などの取引は収益が実
現される可能性が少なく，正常な商品販売，資金使用代価の受取，受託経営などの形式の特
殊関係者取引を収益と認識する金額に対して厳格な制約的規定を置いている点がまさに中国
の特殊関係者取引に対する中国の現実に適する統制方法であると考えられる。
　 　上記のような会計事項を認識，測定するためには，国際会計基準に従うことよりは中国の
実際環境を反映した取引事項の経済的実質により，適当な会計処理方法を模索しなければな
らない。そのようにすれば中国の会計基準は，国際会計基準とは相違を見せるが，中国の当
面の会計環境を反映する会計基準になるであろう.
⑶ 　三番目の類型の会計事項は，中国の経済取引事項が国際会計基準に合わせて，認識，測定
され得る事項として世界各国で普遍的に発生する事項だが，まだ中国には存在しない事項，
もしくは最近発生した事項である。
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　 　例えば，金融派生商品を挙げることができる。まだ金融市場が単純で金融派生商品の発展
が遅く，国家が政策的に多くの統制をしている中国では，金融派生商品関連業務に熟達する
過程が必要な状況である。
　 　上記のような会計事項に対しては，関連研究を十分に進め，一定の準備段階を経て，取引
が実際に発生したり成熟段階に進むようになれば国際会計基準に沿わなければならないであ
ろう。
⑷ 　四番目の類型の会計的事項は，中国に特有な経済取引事項で，先進国には存在しなかった
り国際会計基準に明示されていない諸事項である。
　 　例えば，国有会社の資産価値の評価，国有会社が資本市場に上場した場合，合併や買収な
どに関する一連の会計処理方法に関する諸問題である。
　　上記のような事項に対しては中国の実情に合う会計基準を用意しなければならない。
　上で提示した四つの会計事項のうち⑴と⑶の事項は，中国が積極的に国際会計基準に合わせ
るように努力しなければならない事項であり，⑵と⑷の事項は中国の現在の会計環境において
国際会計基準に従うことが適切でない事項であるか，現在の国際会計基準では解答を得られな
い事項である。したがって中国は自国の特殊な会計環境を反映する企業会計基準が国際会計基
準理事会の認定を受けるよう努力する一方，国際会計基準理事会において国際会計基準を制定
する時に経済体制の転換段階にある中国の実情が十分に考慮され得るように努力しなければな
らないものと思われる。
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